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「もんじゅ」サイトに設置する新たな試験研究炉に係る検討体制の構築と検討状況

経緯

コンソーシアム委員会（初回）

１．日時： 令和3年3月23日（火） 10：00～12：00

２．場所： 福井大学附属国際原子力工学研究所（敦賀市内）＋オンライン

３．形式： プレスオープン （会議冒頭に原子力機構、文科省、福井県、敦賀市より挨拶）

４．主な出席者：コンソーシアム委員、中核的機関（原子力機構、京都大学、福井大学） 、文部科学省

５．主な議題： コンソーシアムの活動方針、令和２年度の中核的機関の活動内容報告、利用ニーズに関する意見交換

令和3年度以降も、コンソーシアム委員会を年2回程度開催予定

コンソーシアム委員
・地元機関： 福井県、敦賀市、福井県商工会議所連合会、敦賀商工会議所、

地元企業（日華化学、東洋紡）、地元研究機関（若狭湾エネルギー研究センター）
・アカデミア：日本原子力学会、日本中性子科学会、近畿大学

・産業界： 日本原子力産業協会、日本アイソトープ協会、放射線利用振興協会、中性子産業利用推進協議会
・中核的機関の専門家

○平成28年12月の原子力関係閣僚会議において、「もんじゅ」を廃止措置する旨の政府方針を決定した際、将来

的に「もんじゅ」サイトを活用し、新たな試験研究炉を設置することとされた

○文科省は平成29年度から令和元年まで、多様なステークホルダーからなる外部有識者委員会において、新た

な試験研究炉に関する調査を実施。また、国内のみならず、海外（IAEA、ミュンヘン工科大学、ノースカロライナ

州立大学）の専門家を集め、新たな試験研究炉に関する国際シンポジウムを敦賀市にて開催（令和元年10月）

○調査の結果、炉型候補を複数選定（令和2年5月）。地元（福井県・敦賀市）の意見聴取、原子力研究開発・基

盤・人材作業部会での議論を経て、炉型について、幅広い分野で基礎から産業利用まで対応可能で、利用者

の規模も大きい、中性子ビーム利用を主目的とした中出力炉に絞り込み（令和2年9月）【参考１】

○本試験研究炉の概念設計及び運営の在り方検討を効果的に実施するため、公募により原子力機構、京都大学、

福井大学を中核的機関として選定（令和2年11月）。中核的機関は、検討にあたり、学術界から産業界まで、幅

広いニーズを有する様々な関係機関からなるコンソーシアムを構築し、意見を集約することとしている【参考２】
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検討体制

中核的機関(原子力機構、京都大学、福井大学)に加えて、本試験研究炉の利用ニーズを有する学術界、産業界、
地元関係機関等からなるコンソーシアムを構築し、幅広い意見を反映しながら概念設計及び運営の在り方検討を実施

原子力機構：「試験研究炉の設計・設置・運転」
試験研究炉の設計やもんじゅサイトの知見を活かし、主に概念設計と地質調査を担当

京都大学： 「幅広い利用ニーズ集約とサービス提供」
利用ニーズの整理、及びKURの利用運営経験を活かした利用運営の在り方検討を担当

福井大学： 「地元の大学、研究機関、企業等との連携構築」
地元産業会との橋渡し活動、地元関係機関との連携構築に向けた制度の検討を担当

※中核的機関の役割

コンソーシアム

中核的機関
概念設計・運営の在り方検

討の実施主体

幅広い意見を集約
研究
機関

大学

大学
地元
自治体

地元
産業界等

産業界

関係
学会
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今後の検討スケジュール

当該事業の期間

R4年度中～

詳細設計
許認可含む※2

建設工事、検査など
許認可、基礎工事、施設建設工事、
地盤改良・基礎工事などを含む※3

運転開始

※3 設工認を段階的に取得しつつ建設着手
建設後、運転開始に向けた使用前検査を実施

R2年度～R4年度

概念設計
地盤調査を含む※1

項目 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度～

運営の在り方
検討

概念設計

地質調査

※1 予備的調査(1年目)
本格調査(2年目、3年目)

※2 設置許可取得及び建設のための
設工認取得に向けた詳細設計

利用ニーズ整理、人材育成・利用運営・
地元との連携構築のための仕組みの検討

炉心の検討

設備・施設レイアウトの検討

予備的調査 本格調査

詳細設計
（R4年度中に開始）
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第１回 コンソーシアム委員会における主な意見
【地元自治体】
・人材育成のみならず産業利用の推進を。地元企業に優先的に利用させる仕組み等を検討。
・KURが2026年で運転停止の見込みであり、早期の運転開始が重要。
・嶺南Eコースト計画の１つであり、県としても組織的に支援。
・経済面でどの程度地元に貢献するか教えてほしい。企業の研究所等の誘致につなげたい。
・KURの利用実態など今後の検討の参考として詳細を知る必要がある。

【地元産業界】
・中性子利用は地元企業にとって未知であり、伴走型支援が重要。
・人材育成面では、地元企業の若手社員の育成にも役立てたい。
・敦賀市の地元企業は下請が多く、企業育成が重要。
・アクセスが悪い点について、市街地にラボをおいてリモート利用等の工夫を。
・原子力への若い世代の人気が低下しており、魅力の発信が必要。

【アカデミア（関係学会）】
・関係学会でも期待が大きく、利用の検討やセミナー開催により関心を高めたい。
・新規の研究炉新設は久々であり、使い勝手良く長く使われる炉にすることが重要。
・地域振興では、地元と共生するモデルケースにすることが重要。
・シンボリックな成果をどう創出するかが重要。

【原子力・放射線利用関係の産業界】
・先端分野だけでは支持は広がらず、医療・産業など幅広い利用が重要。
・利用スケジュール策定など運用の透明性確保、企業のタイムリーな利用ができる仕組みが重要。
・医療の裾野は広く、医療での地域振興の検討も必要では無いか。
・輸入に頼る医療用ＲＩ製造への期待が高く、それに適した設計が重要。
・合理的な規制の在り方を本格的に検討すべき。 4
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【参考１】
第29回原子力委員会定例会（R2.9.23）
一部時点修正



【参考１】
第29回原子力委員会定例会（R2.9.23）

6



7

【参考２】
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会
原子力科学技術委員会
原子力研究開発・基盤・人材作業部会（R2.12.16）


